









































関西学院大学 先端社会研究所紀要 第 17号












役割分担型」家族を支持する割合は 40年間で 40％から 7％にまで激減し、夫も妻も家庭中心に気
を注ぐ「家庭内協力型」が 58％の支持を集めるようになった。この傾向は、1973年の「性別役割


















































（ibid. : 56-9）。そして、「幸福」が具体的にどのような経験なのかを、フランスでの 2010年の「幸
福観調査」（パリ第三・第四大学、職業技術教育短期大学他における見田朱子の調査）の自由回答
から描き出す（ibid. : 71）。「友人と、特に恋人の家でのとても楽しい夕べ、お茶、そして夕食」























類型があることを指摘する（Todd 1999＝2001 : 70, 108）。この見解はラスレットとの対立を生み出
すことになるが、その後『新ヨーロッパ大全』に引き継がれる、ふたつの問題関心によって支えら
れている。

















いく（石崎 2001 : 30）。トッドは、家族形態の分布の多様性がイデオロギー的な多様性を説明する
のではないかという仮説に基づいて、ヨーロッパの各地域における家族構造の分布を調査する。
『新ヨーロッパ大全』は、トッドが西ヨーロッパ（宗教改革以前にカトリック教に支配されてい




























































































































































































































































































































































































した男性では 22％がそうである。女性では 15歳以上で移住した者の 9％、15歳以前に移住した者
で 20％がフランス人の夫ないし同棲相手を持つ（ibid. : 396-400）。父親がアルジェリア人の子ども
のうち母親がフランス人の者は 1975年に 12.5％、1990年に 19.4％、母親がアルジェリア人の子ど











































































ピエール・ブルデューが 2002年に刊行した『結婚戦略──家族と階級の再生産（Le bal des céli-




















値の 3分の 1が婚資として与えられ、n 人の子どもの場合は長子に財産の 4分の 1＋残りを n 人で





















































































加したことにある」（赤川 2017 : 61-2）。
赤川も参照する山田昌弘『少子社会日本』によれば、2005年の国勢調査で 30～34歳未婚率は男
性で 47.1％、女性で 32.1％となり、1975年の男性 14.3％、女性 7.7％から大幅に上昇している
（この 30年間は、見田が『現代社会はどこに向かうか』で検討した「日本人の意識」調査の時期
（1973～2008年）とほぼ重なる）。男性は 1980年、女性は 1990年から未婚率が年 1％ずつ上昇し、





























































































































































Todd, E., 1990, L’invention de l’Europe, Seuil.＝1992, 1993（石崎晴己・東松秀雄訳）『新ヨーロッパ大全（Ⅰ・
Ⅱ）』藤原書店．
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